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上 場 会 社 名         日立金属株式会社               上場取引所 東 大 
コ ー ド 番 号           5486                                            本社所在都道府県 東京都 
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問合せ先責任者  コミュニケーション室長   石毛 秀       ＴＥＬ (03)5765－4073 

決算取締役会開催日 平成１７年４月２６日         中間配当制度の有無            有 
配当支払開始予定日 平成１７年６月 ２日         定時株主総会開催日 平成１７年６月２１日 
単元株制度採用の有無  有(１単元 1,000 株) 
 
 
１． 17 年 3 月期の業績(平成 16 年 4月 1日～平成 17 年 3月 31 日) 
(1)経営成績                （注）17年3月期は百万円未満四捨五入、16年3月期は百万円未満切り捨てで表示しております。 
 売 上 高     営業利益 経常利益 
 百万円           ％            百万円         ％ 百万円           ％ 
17 年 3 月期 
16 年 3 月期 

249,733         0.9 
247,484         0.3 

10,735      129.9 
4,669       14.9 

12,622        83.6 
6,876        31.0 

 
 

当期純利益 1 株 当 た り 
当 期 純 利 益 

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

株 主 資 本 
当期純利益率 

総 資 本 
経常利益率 

売 上 高 
経常利益率 

 百万円      ％ 円 銭 円 銭 ％ ％ ％ 
17 年 3 月期 
16 年 3 月期 

4,539    52.2 
2,983    74.2 

12.90 
8.38 

- 
- 

3.9 
2.5 

4.5 
2.4 

5.1 
2.8 

(注) ①期中平均株式数 17 年 3 月期 351,787,743 株             16 年 3 月期 356,216,270 株 
    ②会計処理の方法の変更   無 
     ③売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率 
 
(2)配当状況 

1 株当たり年間配当金 
 

 中 間 期 末 
配当金総額 
(年 間) 配当性向 株主資本 

配 当 率     

  円 銭 円 銭  円 銭 百万円 ％ ％ 
17 年 3 月期 
16 年 3 月期 

10.00 
5.00 

5.00 
1.50 

5.00 
3.50 

3,504 
1,772 

77.5 
59.7 

3.0 
1.5 

(注) 17 年 3 月期期末配当金の内訳  記念配当 0 円 00 銭、 特別配当 0 円 00 銭 
 
(3)財政状態 

(注) ①期末発行済株式数   17 年 3 月期 348,664,707 株 16 年 3 月期 353,458,299 株 
    ②期末自己株式数     17 年 3 月期   8,503,980 株 16 年 3 月期   3,710,388 株 
 
２．18 年 3月期の業績予想(平成 17 年 4月 1日～平成 18 年 3月 31 日) 

１株当たり年間配当金  
売 上 高     経常利益 当期純利益 

中 間 期 末  
 百万円 百万円 百万円 円 銭 円 銭 円 銭 
中 間 期 
通   期 

125,000 
254,000 

5,600 
11,800 

2,700 
6,000 

5.00  
――― 

――― 
5.00  

――― 
10.00  

(参考)１株当たり予想当期純利益(通期)  17 円 21 銭  

 
 

 総 資 産      株 主 資 本      株主資本比率 １株当たり株主資本 

 百万円 百万円 ％ 円  銭 
17 年 3 月期 
16 年 3 月期 

278,551 
285,536 

117,202 
118,401 

42.1 
41.5 

  336.15 
334.98 

（注記） 
前述の業績見通し等に記載されている各数値は、実績数値を除き当社の経営者が現時点で判断する一定の前提および
仮定に基づき算定しております。内在する仮定及び状況の変化等により、実際の業績等が見通しの数値と異なること
があり得ますことをご承知おき下さい。 
なお、上記業績予想に関する事項は、決算短信（連結）添付資料９ページをご参照下さい。 
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貸  借  対  照  表 
 

（単位：百万円） 

区  分 

１７年 
３月期末(Ａ) 
(平成１７年 

３月３１日現在) 

１６年 
３月期末(Ｂ) 
(平成１６年 

３月３１日現在) 

(A)－(B) 区  分 

１７年 
３月期末(Ａ) 
(平成１７年 

３月３１日現在) 

１６年 
３月期末(Ｂ) 
(平成１６年 

３月３１日現在) 

(A)－(B) 

(資 産 の 部 ) 

 流 動 資 産  122,064  125,506  △3,442 

（負 債 の 部 ） 

 流 動 負 債   76,869   80,976  △4,107 
現金及び預金 2,591 3,529 △938 買 掛 金 26,505 25,533 972 
受取手形及び売掛金 37,133 39,429 △2,296 短 期 借 入 金 34,261 29,131 5,130 
完成工事未収入金 541 2,547 △2,006 1 年以内償還の社債 ― 8,900 △8,900 
有 価 証 券 ― 1,004 △1,004 未払法人税等 363 59 304 
た な 卸 資 産 36,961 34,315 2,646 未 払 費 用 7,620 8,365 △745 
関係会社預け金 19,423 22,098 △2,675 前 受 金 609 1,727 △1,118 
繰延税金資産 7,646 6,614 1,032 その他の流動負債 7,511 7,258 253 
その他の流動資産 18,879 16,041 2,838     
貸 倒 引 当 金 △1,110 △74 △1,036  固 定 負 債   84,480   86,157  △1,677 

    社 債 29,000 29,000 ―

 固 定 資 産  156,487  160,029  △3,542 長 期 借 入 金 35,000 35,000 ―
有形固定資産   70,032   74,622  △4,590 退職給付引当金 18,830 18,814 16 
建物及び構築物 21,077 22,774 △1,697 役員退職慰労引当金 289 251 38 
機械装置及び運搬具 25,142 26,269 △1,127 その他の固定負債 1,361 3,091 △1,730 
工具器具備品 1,411 1,501 △90     
土 地 18,873 20,937 △2,064 負 債 合 計 161,349 167,134 △5,785 
建 設 仮 勘 定 3,529 3,138 391     

    (資 本 の 部)    
無形固定資産    1,310    1,618    △308 資 本 金   26,284   26,283       ― 

        
投 資 等   85,145   83,789    1,356 資 本 剰 余 金   36,701   36,699        2 
投資有価証券 1,864 1,720 144 資 本 準 備 金 36,699 36,699 ― 

関係会社株式 57,531 49,113 8,418 その他資本剰余金 2 ― 2 

長 期 貸 付 金 8,872 8,358 514     

繰延税金資産 15,030 22,132 △7,102 利 益 剰 余 金   58,375   56,834    1,541 
その他の投資等 2,270 2,626 △356 利 益 準 備 金 6,571 6,570 ― 
貸 倒 引 当 金 △296 △162 △134 任 意 積 立 金 45,184 45,339 △155 
投資損失引当金 △126 ― △126 当期未処分利益 6,620 4,923 1,697 

        

    その他有価証券 評 価 差 額 金      141       61       80 

        
    自 己 株 式   △4,299  △1,477  △2,822 

        
    資 本 合 計 117,202 118,401 △1,199 

資 産 合 計 278,551 285,536 △6,985 負債及び資本合計 278,551 285,536 △6,985 

（注）17 年 3月期は百万円未満四捨五入、16 年 3月期は百万円未満切り捨てで表示しております。 
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損  益  計  算  書 

  （単位：百万円） 

17年3月期(A) 16年3月期(B) 

自 平成16年4月 1日 自 平成15年4月 1日 

至 平成17年3月31日 至 平成16年3月31日 

 
 

 
金 額 売上比 金 額 売上比 

(Ａ)－(Ｂ) 

（Ａ） 

／ 

（Ｂ）

【 経 常 損 益 の 部 】   ％ ％ 
営 業 損 益 の 部      
   売 上 高 249,733 100.0 247,484 100.0 2,249 101 

 売 上 原 価 210,631 84.3 212,860 86.0 △2,229 99 

 販売費及び一般管理費 28,367 11.4 29,953 12.1 △1,586 95 

   営 業 利 益 10,735 4.3 4,669 1.9 6,066 230 

営 業 外 損 益 の 部       

 営 業 外 収 益 6,099 2.4 7,675 3.1 △1,576 79 

( 受取利息及び配当金) (   3,199)  (   4,816) ( △1,617) (     66)

( 雑    収    益 ) (   2,900)  (   2,859) (      41) (    101)

 営 業 外 費 用 4,212 1.7 5,468 2.2 △1,256 77 

 （ 支 払 利 息 ） (   1,283)  (   1,423) (   △140) (     90)

( 雑    損    失 ) (   2,929)  (   4,045) ( △1,116) (     72)

   経 常 利 益 12,622 5.1 6,876 2.8 5,746 184 

【 特 別 損 益 の 部 】        

 特 別 利 益 216 0.0 2,501 1.0 △2,285 9 

（ 固 定 資 産 売 却 益 ） (     210)  (   1,718) ( △1,508) (     12)

(関係会社残余財産分配益) (       6)  (    ――) (       6) (   ――)

(関係会社株式売却益) (    ――)  (     783) (   △783) (   ――)

 特 別 損 失 5,288 2.1 5,394 2.2 △106 98 

 （会計基準変更時差異償却に 
よる退職給付引当金繰入額） (   2,174)  (   2,238) (    △64) (     97)

 （事業構造改革特別損失） (   1,730)  (   2,616) (   △886) (     66)

（関係会社貸倒引当金繰入額） (   1,064)  (    ――) (   1,064) (   ――)

（投資有価証券評価減） (     194)  (    ――) (     194) (   ――)

（投資損失引当金繰入額） (     126)  (    ――) (     126) (   ――)

（過年度賞与負担社会保険料）  (    ――)  (     539) (   △539) (   ――)

税 引 前 当 期 純 利 益 7,550 3.0 3,983 1.6 3,567 190 

法人税､住民税及び事業税 △2,216  292  △2,508 ―― 

法 人 税 等 調 整 額 5,227  708  4,519 738 

当 期 純 利 益 4,539 1.8 2,983 1.2 1,556 152 

（注）17年3月期は百万円未満四捨五入、16年3月期は百万円未満切り捨てで表示しております。 
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利  益  処  分  案 
                                                （単位：百万円） 

項       目 １７年３月期 １６年３月期 

当 期 未 処 分 利 益 6,620         4,923 
特 別 償 却 準 備 金 取 崩 額 120           152 
固定資産圧縮積立金取崩額 4             3 
合 計 6,744         5,079 

  これを次のとおり処分します。 
利 益 配 当 金 1,743         1,237 
(１株につき 5 円)   

特 別 償 却 準 備 金 20          ―― 
次 期 繰 越 利 益 4,981         3,842 

（注）17年3月期は百万円未満四捨五入、16年3月期は百万円未満切り捨てで表示しております。 
 
(会計処理基準に関する事項) 
 
１．重要な資産の評価方法及び評価基準 
(1)有価証券 
 ・子会社株式及び関連会社株式 ････････ 総平均法による原価法 
 ・その他有価証券 
  時価のあるもの ･････ 決算日の市場価格等に基づく時価法 

（評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原価は総平均法により算定） 
    時価のないもの ･････ 総平均法による原価法 
  (2)デリバティブ･････ 時価法 
  (3)たな卸資産 

・製品、半製品、仕掛品 ･･･････････ 総平均法又は個別法に基づく低価法 
・材  料 ･････････････････････････ 移動平均法に基づく低価法 

 
２．固定資産の減価償却の方法 
(1)有形固定資産 ･････ 定率法によっている。ただし、平成１０年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除 

く）は定額法によっている。 
(2)無形固定資産 ･････ 定額法によっている。なお、自社利用のソフトウェアは、社内における利用可能期間（５年）に基づく 

定額法によっている。 
 
３．重要な引当金の計上基準 
(1)貸倒引当金 ･･･････････ 売掛債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計
上している。 

(2)退職給付引当金 ･･･････ 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見
込額に基づき計上している。なお、会計基準変更時差異は５年による按分額を費用計上
している。また、数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間による
定額法により、翌事業年度から費用処理している。過去勤務債務は、その発生時の従業
員の平均残存勤務期間による定額法により費用処理している。 

(3)役員退職慰労引当金 ････ 役員の退職慰労金の支出に備えるため、当社規定に基づく期末要支給見積額を計上して
いる。 

(4)投資損失引当金 ･･･････ 投資損失引当金は、関係会社等への投資に係る損失に備えるため、当該会社の財政状態
を勘案して必要額を計上している。 

 
４．リース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借
取引に係る方法に準じた会計処理によっている。  

５．消費税等の会計処理は、税抜方式によっている。 
 
６．当事業年度から連結納税制度を適用している。 
 
  [貸借対照表に係る注記]                              17 年 3 月期末           16 年 3 月期末 
１．有形固定資産減価償却累計額        197,076 百万円  213,119 百万円 
２．保証債務           27,192 百万円   30,980 百万円 
３．手形信託契約に基づく債権譲渡高          1,423 百万円    1,440 百万円 
４．会社が発行する株式及び発行済株式の種類及び総数 
   授権株式数  普通株式 500,000,000株  500,000,000株 
   発行済株式数 普通株式 357,168,687株          357,168,687株 
５．当社が保有する自己株式の数 普通株式 8,503,980株            3,710,388株 

  
[損益計算書に係る注記] 
特別利益・特別損失内訳 
①固定資産売却益 210百万円は、土地の売却益である。 
②事業構造改革特別損失 1,730百万円は、特別退職金及び環境事業の構造改革に伴う費用である。 

以 上 
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役  員  の  異  動 

 
 

 
該当事項はありません。 

 
 

以 上 


